
 

 

令 和 ４ 年 度 事 業 計 画  

 
 

Ⅰ 事業方針 

コロナ禍における各種事業の実施は、３年目となる。当初は、オンライン対応に苦慮

したが、海外日系人大会をはじめとする主催事業においても、研修関連事業を中心と

する受託事業においても、オンライン方式に遅滞なく切り替え積極的に取り組んだこと

が功を奏し、参加者や研修員からはおおむね高評価を得た。 

オンラインで開催した第６１回海外日系人大会では、対面・集合（以下、「リアル」）開

催時には見られなかった国や地域からの参加が目立ち、合計３２カ国５６０名の参加登

録があった。これはリアル開催では考えられなかった数字である。今後、もしコロナが

収束したとしても、完全に元の開催方法に戻ることは考えにくく、リアル、オンラインそ

れぞれのメリット、デメリットを踏まえた方式を取ることになると思われる。そこで、第６２

回海外日系人大会では、リアル方式を主体としつつも、大会の事後アンケートでも要

望があったハイブリッド方式を一部取り入れた開催方法を目指し、計画を進めてきた。 

しかしながら、大会開催方法を判断する時期に至っても、コロナ禍による日本の水

際対策が完全に撤廃されない状況に鑑みて、海外からの参加者を多数受け入れる形

での集会型開催は困難であるとの判断に至った。このため、昨年度同様のオンライン

開催をメインとするが、シンポジウムの一部をハイブリッド開催とすることも検討する。 

受託事業においても、来日中止が決定したものがある。今後もコロナ禍における世

界的な状況を注視しつつ、事業実施の可否や、開催方法について検討する。計画に

変更が生じた場合は、遅延なく体制の切り替えが行えるよう準備したい。 

 

Ⅱ 事業計画 

１．海外日系人大会開催事業 

 本事業は、年１回、国内外の日系人および関係者が一堂に会し相互の親睦を

深め、日系社会の課題や日系社会間あるいは日系社会と日本との協力の方途

について考えることを目的としている。  

 令和３年度（２０２１年度）においては、第６１回海外日系人大会をオンラインで

開催した。「新時代への挑戦－時空と世代を超えてつながる日系」をテーマに、コ

ロナ後を見据えた各国日系社会の新しい取組みや、日本語教育、日本文化の継

承等の諸問題について議論を深めた。 

 本年度の海外日系人大会については、令和３年度の第６１回大会で好評を得

たオンライン開催と従来の対面・集会型開催を組み合わせる形のハイブリッド開

催を目指して計画を進めてきたが、コロナ禍による日本の水際対策が完全に撤

廃されない状況に鑑みて、海外からの参加者を多数受入れる形での集会型開催

は困難であるとの判断に至った。このため、昨年度同様のオンライン開催をメイン



 

とするが、シンポジウムの一部をハイブリッド開催とすることも検討する。また、総

合テーマを「日系社会の持続可能な発展と日本」とする。 

 

２．内外日系社会広報事業   

（１）「ニッケイ・ネットワーク（海外日系人協会だより）」紙発行 

日系人に関する情報、当協会実施事業の紹介、国内外日系社会にまつ

わる話題、日系人相談センター相談事例の紹介、在日日系人関連レポート

等を掲載する。配布先は、地方自治体、国際交流関係機関、国内外の日系

関係団体・企業、官公庁、賛助会員、寄付金拠出企業、ＮＧＯ等を対象とし

ており、幅広く情報を提供する。 

令和４年度においては、年４回各２，０００部を発行する。 

 

（２）協会 WEBサイト・国際日系ネット運営 

WEB サイトについては、開設から年月が経ち、常時 SSL の設定やレスポ

ンシブル・デザインへの対応等、安全性や利便性を考慮し時代の流れに即

したシステムに移行する必要が生じていたことから、令和３年度（２０２１年度）

に移行作業を実施し、令和４年度より新しいWEBサイトでの運用を行う。 

従来のサイト同様、Facebookや Twitter等の SNSとの連動をはじめ、協会

の事業紹介・各種申込みなどと合わせて活動のＰＲ・情報発信を行っていく

と共に、引き続きバナー広告による収入増を目指す。また、国際日系ネット

については、検索できる情報の追加・更新を行う。 

 

（３）国際日系デー行事  

 ６月２０日は国際日系デー、６月１８日は移住の日であることから、

この両日の前後期間において「日系社会の重要性の周知」を目的とし

たオンラインによるセミナーないし講演会等を実施する。 

 

（４）日系人に関する教科書記述内容調査       

 日本国民に日系社会の重要性を周知してもらうためには、日本の教

科書の中で移住、日系人、日系社会について質的・量的に十分な記述

が行われることが極めて重要である。本年度は、令和３年度に実施し

た調査結果をもとに、専門家や関係者からの意見を聴取、集約したい。

また、教科書副読本についても引き続き調査を進める。 

 

（５）海外日系新聞放送協会支援  

  本事業は、海外の日系新聞・ラジオ２０社により組織され、事務局を当協

会に置く「一般社団法人海外日系新聞放送協会」を支援するものである。 

  令和４年度においては、政府広報等の実施及び海外日系新聞放送協会

年次総会の開催を支援する。  



 

３．在日日系人対応事業 

（１）日系人相談センター 

本事業は、協会内に設置されている「日系人相談センター」の常設電話

相談窓口において、主に国内在住の日系人からの生活相談等に対し、対

処法の指導、知識・情報の提供、また必要に応じ関係機関・団体への紹介・

取り次ぎ等を日本語、ポルトガル語及びスペイン語により行うものである。 

平成３０年（２０１８年）７月より受入れが始まった、来日を希望する日系四

世の相談にも対応する。 

令和４年度においても、平日の午後１名体制で業務を実施する。 

 

（２）在日日系人のための生活相談員セミナー 

各地方自治体や地域の国際交流協会等において、主に国内在住の日系

人に係る諸々の問題に対処する窓口が設置され相談業務が実施されてい

るが、相談内容が多岐に亘るとともに専門知識が必要とされるため、相談へ

の対応に苦労しているのが実情である。 

本事業は、かかる背景のもと、当協会内に設置している日系人相談センタ

ーの業務の一環として、最新の情報を提供すると共に相談担当者間の連携

強化を図り、情報・知識を共有し、相談対応業務の円滑化を図ることを目的

としている。 

令和４年度においては、横浜市で年１回開催する方向で計画するが、コロ

ナ禍における状況を注視しつつ、必要に応じてオンライン開催についても検

討する。 

 

４．日系社会との連携強化事業 

日系社会視察の旅 

本事業は、主として、ブラジル、アルゼンチン等の海外日系社会の視察を

通じ、移住者・日系人支援事業の理解を深めるとともに移住者・日系人との

交流を促進することを目的として実施してきたが、ここ数年、募集するものの

定員に至らず実現には至っておらず、また、令和３年度は、中南米のコロナ

禍の影響を鑑み、令和２年度に引き続き実施中止とした。 

令和４年度ついても、コロナ禍における世界的な状況をみつつ、実施の可

否について検討する。 

 

５．継承日本語教育事業 

本事業は、日系社会において親から子や孫へと世代とともに継承されて

行くべき、日本語による日本文化等の普及を目的とするものである。当協会

内に設置されている「継承日本語教育センター」はこのための教育内容や教

育手法の開発に努めて来ており、そのノウハウは、日系研修の日系継承教

育コースプログラム作成のほか、JICA海外協力隊候補者を対象とした、日系

継承教育関連の技術補完研修受託実施に結びついている。 



 

令和４年度は、日系人の日本社会でのより一層の活躍を可能とさせ、かつ

日系人と日本社会との連携を強める教育内容、教育手法の開発やインター

ネットを通じた新教材の共同開発に努める。また、事業展開についてポータ

ルサイトの充実やオンライン教育の実践など、引き続き検討し、特に日本で

日本語や日本文化を学ぶ日系人・外国人へ既存教材の活用を通じたサー

ビスの提供を目指す。 

 

６．ブラジル移住者里帰り訪日使節団 

本事業は、国際社会の相互理解と二国間における友好親善の促進に寄

与することを目的として、ブラジル移住の先駆者を招聘するものであるが、本

目的達成のためには、先駆者のみならずその子孫も含めて招聘するのが望

ましいことから、平成３０年度（２０１８年度）より、招聘対象を移住者の子孫に

も拡充して実施している。 

令和４年度も、若い世代が日系レガシーを認識し今後の日本との連携を

考えるきっかけとなるよう、若干名を日本に招聘することを前提に進めてきた

が、海外日系人大会をオンラインにて開催する方向が定まったため、今年度

の招へいは中止とする。 

また、過去に本事業で招聘されブラジルに帰国した青年たちが、「架け橋

プロジェクト」として日系レガシーをベースに全国的に日系青年層への啓蒙

活動を展開しているところ、引き続き、ブラジル日本文化福祉協会（文協）と

協力してこれら帰国ブラジル青年の活動を支援する。 

 

７．日本財団日系スカラーシップ事業（日本財団） 

日本財団は、居住国と日本との間の理解促進や居住国・地域社会の発展

に貢献するための具体的な計画や夢を持つ若い日系人に対し、その実現

のため日本留学の機会を与える事業を助成している。 

本事業は、留学生の募集・選考・受入準備・奨学金の支給等の業務を一

貫して実施すると共に留学生会、留学生 OB会への支援も行うものである。 

令和４年度は、新規に９名、およびコロナ禍の影響より令和３年度に来日

ができなった留学生８名を受け入れ、日本滞在留学生は合計２９名となる予

定である。 

 

 ８．日系社会研修員研修事業（ＪＩＣＡ） 

ＪＩＣＡが実施する日系社会研修員受入事業は、国民参加型の技術協力

事業として、当協会を含む民間の提案に基づいて実施されている。 

本事業は、このＪＩＣＡ日系社会研修員受入事業の受託事業であり、中南

米諸国における日系社会において人材育成が求められている分野につい

て、その研修の実施を当協会が提案し、ＪＩＣＡの承認を受けて実施されるも

のである。 

令和４年度においては、昨年度の実績及び日系社会のニーズ等を勘案し、



 

下表のとおり、集団コース１１件、個別長期コース３件、個別短期コース ４件、

合計１８件の研修を実施する予定であるが、コロナ禍の状況如何によっては、

JICA の指示により、オンラインによる実施となる可能性や、実施中止、参加

者数が大幅に減少する可能性がある。 

 

研 修 コ ー ス 人数 
研修

期間 
研    修    内    容 

日系継承教育研修 （教師育成Ⅰ） 6 5 ヶ月 
初級前半の日本語及び日本文化活動指

導研修 

日系継承教育研修 （教師育成Ⅱ） 6 1 ヶ月 
初級全般の日本語及び日本文化活動指

導研修 

日系継承教育研修 （教師育成Ⅲ） 6 １ヶ月 
専門性の高い継承教育指導知識及び技

術を習得する研修 

食を通じた日系団体活性化 6 1 ヶ月 
食を通じた地域活性化のための日系団体

における活動に関する知識の習得 

食を通じた日系団体婦人部活性化 6 1 ヶ月 
食を通じた地域活性化のための婦人部活

動に関する知識の習得 

和菓子を通じた日系社会活性化 6 1 ヶ月 

和菓子に関する知識を深め、より質の高

い和菓子の製造技術を習得し、日系社会

活性化に役立てるための研修 

着物を通じた日系社会活性化 6 
1.5 ヶ

月 

着物に関する全般的な知識を習得、実

践・普及することにより日系社会の活性化

を目指す 

持続可能な日系団体運営管理 6 1 ヶ月 

団体運営手法に関する知識やコミュニティ

ビジネス、種々の事業に関する講義及び

活動現場の視察 

日本文化活動コーディネーター育成 （基礎） 6 
1.5 ヶ

月 

日本文化活動事業に関する基礎的な企

画実施方法を習得する研修 

日本文化活動コーディネーター育成 （応用） 6 
1.5 ヶ

月 

日本文化活動事業に関する実践的な企

画実施方法を習得する研修 

日系団体若手リーダー育成研修 4 1 ヶ月 
ドミニカ共和国の日系団体において次世

代を担う人材の育成を目的とした研修 

計 64   

 

９．日系社会研修導入・実施支援事業（ＪＩＣＡ） 

（１）日系社会研修実施支援業務 

本事業では、ＪＩＣＡが中南米諸国から受け入れる日系社会研修員につい

て、①日本国内における研修や生活の円滑化を図ることを目的に、来日時

に３日間の日程で、日本の歴史、政治、経済、社会、教育等の講義などを含

むオリエンテーションを行う業務及び、②受入支援業務（日系社会研修受入

選考等に関する業務）を実施する。 

令和４年度は、日系社会研修員年間約２００名に係る業務を実施する予

定であるが、コロナ禍の状況如何によっては、 JICA の指示により、オンライ

ンによる実施となる可能性や、実施中止、参加者が大幅に減少する可能性

がある。 



 

（２）日本語研修実施業務  

本事業では、日系社会研修員のうち日本語能力の不十分な者に対し、研

修効果をより高めることを目的として日本語理解力アップ重視の研修を来日

時２日間実施する。 

令和４年度は、日系社会研修員年間約１００名に対し日本語研修を実施

する予定であるが、コロナ禍の状況如何により、JICA の指示により、オンライ

ンによる実施となる可能性や、実施中止、参加者が大幅に減少する可能性

がある。 

 

10．日系社会次世代育成研修事業（ＪＩＣＡ・中学生招へいプログラム） 

本事業では、北中南米諸国等における日本語学校で学んでいる１２才か

ら１５才の日系人子弟のうち、成績優秀者を約１カ月間日本に招聘する。日

本人の海外移住の歴史に関する学習、中学校体験入学、ホームステイ、そ

の他の各種研修を通じて、自分たちのルーツに対する理解と日本に対する

理解を深め、さらに自らの日系人としてのアイデンティティの強化を図り、日

系社会での継承語教育の振興を促し、日系社会の次世代を担う人材の育

成に寄与することを目標としている。 

令和４年度においては、第１陣（生徒数１３名）及び第２陣（生徒数３６名）

の合計４９名を受入れる予定であったが、今般のコロナ禍の状況から、令

和４年度の新規募集は行わないことが決定した。これにより、昨年度

同様、オンラインによる移住学習の実施及び日本文化等の体験プログ

ラムを実施する予定である。 

 

11．海外協力隊支援事業（ＪＩＣＡ） 

ＪＩＣＡは、移住者・日系人社会を通じた技術協力事業並びに移住者･日系

人社会支援事業の一環として、中南米の日系社会の一層の発展を図ること

により、日系社会が属する国や地域全体の発展を図ることを目的に、日系社

会の要望に応じて、優秀な技術と奉仕の精神に富んだ日本の青年及びシ

ニアのボランティアを２ヶ年間派遣する海外協力隊派遣事業を行っている。 

本事業は、当該海外協力隊の派遣にあたり、日系社会で活動する海外

協力隊員として必要な知識を付与する課題別派遣前訓練を実施するもので

ある。なお、課題別派遣前訓練は、日系日本語教授法コース（「小学校教育」

職種の派遣者を対象としたもの）と、日系社会全般について学ぶコースの２

コースからなる。 

新型コロナウィルスの感染状況に鑑み、JICA では令和３年度より隊員の

派遣前訓練の実施方法、実施時期、年間実施回数等の全面的な再編成を

段階的に実施中であるが、令和４年度については対面形式にて実施するこ

とが見込まれている。 

 



 

12．移住者・日系人支援にかかる運営管理事業（ＪＩＣＡ） 

（１）移住者の団体に対する助成金交付の実施促進業務  

ＪＩＣＡは、中南米の日系団体が自主的に行う医療衛生対策、教育文化対

策等の事業に対して、助成金の交付による援助指導事業を行っている。 

本事業は、当該助成金交付に係る実施計画の作成から精算までの一貫

した事務手続に関する業務を実施するものである。 

令和４年度においては、助成事業件数１８件を予定している。 

 

（２）日系社会リーダー育成業務 

ＪＩＣＡは、将来の日系社会のリーダーや日本と居住国との架け橋となり得

る人材を育成することを目的に、我が国の大学院に留学する日系人に対し

滞在費・学費等の手当を支給している。本事業は、募集・選考・受入準備・

手当の支給等の業務を実施するものである。 

令和４年度は、新規に１０名を受入れ、日本滞在留学生は合計３５名とな

る予定である。引き続き OB・OGのフォローアップを目的としたネットワークの

構築を図る。 

 

13．日系人就労環境改善事業（厚生労働省） 

本事業は、ブラジルに居住する日系人が我が国における就労にあたり、

来日前に適正な就労ルート選択等のための情報の提供等を行うことにより、

我が国における適正な就労ルートの確保及び日系人が適正に就労できる

環境の整備を目的とするものであり、その目的達成のため、厚生労働省から

の委託を受け、サンパウロ市に設置した（社）国外就労者情報援護センター

（CIATE)に対する支援を通して次の業務を実施するものである。 

１）来日前における日系人に対する情報提供業務 

２）現地相談窓口での日系人の就労経路の適正化に関する業務 

３）その他、日系人の就労環境改善に関する業務 

コロナ禍の影響を受け、事前講習会、日本語講座、就労相談業務等の各

種業務は、引き続き対面およびオンラインにより実施する。 

 

14．海外移住資料館管理運営事業（JICA）  

ＪＩＣＡ横浜センターは、我が国の海外移住の歴史及び移住者･日系人の

現状に関する情報提供を目的として、センター内に海外移住資料館を設置

している。 

本事業は、当該資料館の管理運営に係る常設展示室･収蔵庫の保守、収

集･収蔵資料にかかる学芸業務、企画展示・公開講座・その他イベント等関

連業務、資料館案内、情報展示システム･情報検索システムの運用、ホーム

ページの運用、図書資料室業務、広報業務、教育プログラム業務などを実

施するものである。 



 

当協会は平成３０年度（２０１８年度）より本事業の特別随意契約認可団体

となっており、令和４年度は、次の業務を実施する。 

１）上記業務のうち、企画展示及び企画展示と連動した内容で発行する

 「海外移住資料館だより」の製作等広報業務を含む、研究・学芸部門関

 連業務（研究・学芸部門その１業務） 

２） 令和元年度（２０１９年度）に追加契約した①邦字紙等日系人移住歴 

 史関連資料の保有状況の現況調査・収集・保存・活用、②情報システ

 ム見直し・構築運用、③歴史資料等保有施設としての基準・規則の整

 備等の業務（研究・学芸部門その２業務） 

 

以上 


